
「放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業」に係る 

補助事業者（執行団体）公募要領 

 

令和６年２月５日 

総務省 情報流通行政局 

情報通信作品振興課 

放送コンテンツ海外流通推進室 

 

※ 本公募は、民間事業者等（間接補助事業者）への補助金（間接補助金）の交付事務等を

行う補助事業者（執行団体）を公募するものです。 

※ 本公募は、令和５年度補正予算の繰越に係る財務大臣の承認及び令和６年度予算の成立

が前提となるものです。このため、今後、内容等が変更になる場合があることをあらかじ

め御了承願います 。 

 

総務省では、本要領のとおり、「放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業」を実施

する補助事業者（間接補助金の執行団体）を募集します。 

本補助金の交付を申請する方は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

30 年法律第 179 号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年

政令第 255 号）、総務省所管補助金等交付規則（平成 12 年総理府・郵政省・自治省令第６

号）及び情報通信利用促進支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）のほか本公

募要領の規定についても十分に御理解いただいた上で、本補助金の申請及び受給に関する

手続を適正に行っていただくようお願いします。  



１．事業概要 

（１）事業の目的 

間接補助事業者が、地方公共団体・地場産業等との連携を通じて、日本の地域の魅力

を発信するコンテンツを制作し、海外において放送等（注）するとともに、連動した事

業（以下「連動事業」という。）の実施等を通じて、当該地域（農産品・地場産品、文

化等）に対する関心・需要を醸成し、日本の情報発信力を維持・強化することを目的と

します。 

注：本公募要領において、放送等とは、放送及び放送と同等の社会的影響力を有する動

画配信サービス（ユーザ投稿型の動画共有サービスを除く）とします。 

 

（２）事業スキーム 

   

 

（３）事業内容 

間接補助事業者が、発信元の地方公共団体・地場産業等との連携を通じて、我が国の

魅力を発信するコンテンツを制作し、海外において放送等により情報発信するととも

に、連動事業を行う費用について、執行団体が、その費用負担を軽減するための当該費

用の一部を補助する事業。 

※間接補助事業の補助対象、補助対象経費、募集方法等については、要綱の記載に従

い、総務省との協議の上で決定するものとします。 

※事業の実施に当たり、補助金申請システム（Ｊグランツ）を使用した電磁的記録に

よる申請を受け付けるとともに、当該申請システムを通じて行われた申請に対し

ては原則として、当該申請システムで通知等の業務を行うものとします。 

（参考）間接補助事業の概要（予定） 

補助率は補助対象経費の２分の１以下、この場合における補助額の上限は 4,000 万

円とします。 

 

（４）事業実施期間 

交付決定日から令和７年３月 31日まで。 

（本予算の繰越に係る財務大臣の承認等を前提とします。） 

 

（５）応募資格 

ア 日本に拠点を有している法人（個人の応募は不可）であること。 

イ 事業を的確に遂行する組織、人員等を有していること。 

ウ 事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な

管理能力を有していること。 

エ 事業に必要な海外の情報収集を行える体制を有していること。 



オ 総務省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではな

いこと。 

 

２．補助金交付の要件 

（１）採択予定件数 

１件 

 

（２）補助率・補助額 

補助率：定額補助（10/10） 

補助額：247,500千円（業務管理費を含む。） 

※業務管理費は、36,000千円以内とすること。 

※最終的な実施内容、交付決定額については、総務省と調整した上で決定することと

します。 

 

３．補助金の支払い 

（１）支払時期 

補助金の支払いは、原則として、事業終了後の精算払となります。 

※必要があると認められる場合には、（補助金交付の決定後に）事業終了前の支払い

（概算払）をすることも可能です。ただし、概算払は、所定の手続きが必要になり

ますので、希望する場合は、担当者に必ず事前にご相談ください。 

 

（２）支払額の確定方法 

事業終了後、事業者より提出いただく実績報告書に基づき、原則として現地調査を行

い、支払額を確定します。 

支払額は、補助対象経費のうち交付決定額の範囲内であって実際に支出を要したと

認められる費用の合計となります。このため、全ての支出には、その収支を明らかにし

た帳簿類及び領収書等の証拠書類が必要となります。また、支出額及び内容についても

厳格に審査し、これを満たさない経費については、支払額の対象外となる可能性もあり

ます。 

 

（３）実績報告書の提出時における実施体制把握 

事業の実施体制を確認する必要があるため、交付申請時及び事業終了後に実績報告

書を提出する際は、別途、補助対象として経費計上している費用のうち請負契約又は委

託契約により第三者が実施している場合については、契約先の事業者（ただし、税込み

100 万円以上の取引に限る。）の事業者名、補助事業者との契約関係、住所、契約金額

及び契約内容を記述した実施体制資料を添付してください。当該資料は、確定検査の際

に確認する資料とします。 

実施体制資料を作成する際、「旅費」、「会議費」、「謝金」、「備品費（借料及び損料を

含む）」、「補助人件費（人材派遣も含む）」は記載の対象外とします。 

請負先又は委託先からさらに請負又は委託をしている場合（税込み 100 万円以上の

取引に限る。）も、上記同様に、実施体制資料に記述をしてください。 

 

【実施体制資料の記載例】 

実施体制は、原則、下記のように整理表で提示していただくとともに、実施体制図も



併せて示してください。実施体制と、契約先の事業者名、補助事業者との契約関係、住

所、契約金額及び契約内容がわかる資料であれば、様式は問いません。 

 

＜実施体制（税込み 100万円以上の契約。請負その他委託の形式を問わない。）＞  

 

事業者名 当社との関係 住所 契約金額（税込

み） 

業務の範囲 

事業者Ａ 委託先 東 京 都 ○ ○

区・・・ 

※算用数字を使

用し、円単位で

表記 

※できる限り

詳細に記入の

こと 

事業者Ｂ未定 外注先 〃 〃 〃 

事業者Ｃ 再委託先（事業

者Ａの委託先 

〃 〃 〃 

事業者Ｄ未定 再委託先（事業

者Ａの委託先 

〃 〃 〃 

事業者Ｅ 再々委託先（事

業者Ｃの委託先 

〃 〃 〃 

 

＜実施体制図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．応募手続き 

（１）募集期間 

・募集開始日：令和６年２月５日（月） 

・締切日：令和６年２月 29日（木）12時必着 

 

（２）応募書類 

ア 本補助金では、電子メール又は補助金申請システム（Ｊグランツ）のいずれかで、

応募を受け付けます。 

【応募書類】 

・申請書（様式１） 

・提案書（様式２） 

・申請する民間団体等の概要、直近過去３年分の財務諸表及び事業報告書 

イ 提出された応募書類は、本事業の採択に関する審査以外の目的には使用しません。 

なお、応募書類は返却しません。また、採択された場合には、「行政機関の保有する

補助事業者 

事業者Ａ 事業者Ｃ 事業者Ｅ 

事業者Ｂ 

事業者Ｄ 

委託先 再委託

先 

再々委託先 



情報の公開に関する法律」（平成 11年５月 14日法律第 42号）に基づき、不開示情報

（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を除いて、情報公開の対象となりま

すのであらかじめ御了承ください。 

ウ 応募書類等の作成費は経費に含まれません。また、選定の正否を問わず、提案書の

作成費用は支給されません。 

エ 提案書に記載する内容については、今後の事業実施の基本方針となりますので、予

算額内で実現が確約されることのみ表明してください。なお、採択後であっても、申

請者の都合により記載された内容に大幅な変更があった場合には、採択の撤回等を

行うことがあります。 

 

（３）応募書類の提出先 

応募書類は、電子メール又は補助金申請システム（Ｊグランツ）により、以下のとお

り提出してください。 

＜電子メールの場合＞ 

申請書類を「content.renkei/atmark/ml.soumu.go.jp」宛に送付してください。

その際、メールの件名を「放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業補助金申

請書」としてください。 

※迷惑メール防止のため、「@」を「/atmark/」と表記しています。 

※添付ファイルが 10ＭＢ以上になる場合は総務省が指定したファイル送信サー

バー経由でご送付ください。（10ＭＢ以上になる場合は必ず事前に【10.問い合

わせ先】にその旨を連絡頂き、送付に係る指示をうけて下さい。） 

＜補助金申請システム（Ｊグランツ）の場合＞ 

本事業では、補助金申請システム（Ｊグランツ）で応募を受け付けます。Ｊグラ

ンツを利用するにはＧビズＩＤの取得が必要です。同システムの詳細は下記ＵＲ

Ｌを御確認ください。 

https://www.jgrants-portal.go.jp/ 

※提出資料に不備がある場合は審査対象となりませんので、本要領等を熟読の

上、注意して記入してください。 

※締切後は受け付けませんので、余裕をもって提出ください。 

※電子メールによる提出の場合、データ容量が大きいと届かない場合がありま

すので、送付後に【10.問い合わせ先】に電話等により到達を確認してくださ

い。 

 

（４）応募に関する質問の受付及び回答 

応募に関する質問につきましては、【10.問い合わせ先】に記載したメールアドレスあ

てにお問い合わせください。なお、応募に関する質問につきましては、電子メールでの

み受け付けます（電話、来訪等による問合せには対応しません。）。電子メールの件名は、

「放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業に関する質問」としてください。 

 

５．審査・採択 

（１）審査方法 

審査は、原則として応募書類に基づく書面審査及び外部の有識者による評価を行い

ますが、必要に応じて、ヒアリング及び現地調査を実施するほか、追加資料の提出を求

めることがあります。 



 

（２）審査基準 

以下の審査基準に基づいて総合的な評価を行います。ただし、必須項目を満たしてい

ない申請については、他項目の評価にかかわらず採択しません。 

＜必須項目＞ 

ア 「１.実施概要（５）応募資格」を満たしているか。 

イ 提案内容が交付の対象となるものか。 

ウ 提案内容が本事業の目的に合致しているか。 

エ 本事業の実施方法、実施スケジュールに実現性があるか。 

オ 本事業を遂行するための資力、資金調達能力を有しているか。 

カ 業務管理費が上限を超えていないか。業務管理費に対する委託・外注費の額の

合計の割合が 50％を超えていないか。 

キ 事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理部分について、委託・外

注を行っていないか。 

＜加点項目＞ 

ク 本事業の実施方法等について、諸外国の視聴動向の変化を踏まえた事業のコ

ンセプトやテーマ、間接補助事業の公募方針の設定など、本事業の成果を高め

るための効果的な工夫が見られるか。 

ケ 間接補助事業者の採択における透明性を確保するとともに、より質の高い放

送コンテンツの応募・採択が行われるための工夫が見られるか。特に、採択の

審査方法・採択基準においてより優良な案件を選定するための方策（具体的な

採択基準・選定プロセス等）が示されているか。 

なお、間接補助事業者の採択過程においては、外部有識者（学識経験者等を含

む３名程度）による評価を踏まえること。ただし、外部有識者については交付

決定後、総務省と相談の上で決定するものとする。 

コ 本事業の周知について、デジタル社会の進展等を踏まえ、放送事業者に限らず

多様な業態の事業者の参画を促すための工夫が見られるか。 

サ 有効な効果検証をするために必要なデータの収集・分析等を提案し、事業全体

の成果を適切に示す工夫が見られるか。特に、間接補助事業の実施による波及

効果（特に地域への経済波及効果）及び事業完了後の事業成果について継続的

に収集・分析等を行う工夫・方策が見られるか。 

シ 本事業の関連分野に関する十分な知見を有しているか。 

ス 過去の事業において放送実績のある国又は地域において、現地の放送等の視

聴動向などの情報の収集や現地の放送等を行う事業者との連携を行うことがで

きる体制を構築しているか。 

セ コストパフォーマンスが優れているか。必要となる経費・費目を過不足なく考

慮し、適正な積算が行われているか。 

ソ 類似の事業を実施した実績があるか。 

 

（３）採択結果の決定及び通知 

採択された申請者については、当該申請者に対しその旨を通知するとともに、総務省

のホームページでその名称を公表します。 

 



６．交付決定 

採択後の手続は、採択された申請者が総務省に補助金交付申請書及び実施体制資料（詳

細は３．補助金の支払い（３）実績報告書の提出時における実施体制把握を参照）を提出

し、それに対して総務省が交付決定通知書を申請者に送付し、その後、事業開始となりま

す（補助金の交付決定を通知する前において、発注等を完成させた経費については、補助

金の交付対象とはなりません。）。 

なお、採択通知から交付決定までの間に、総務省との協議を経て、事業内容・構成、事

業規模、補助額等に変更が生じる可能性があります。また、交付条件が合致しない場合に

は交付決定ができないこともありますので、あらかじめ御了承ください。 

交付決定後、補助事業者に対し、事業実施等に必要な情報を提供することがありますが、

情報の内容によっては守秘義務の遵守をお願いすることがあります。 

 

７．補助対象経費の計上 

（１）補助対象経費の区分 

本事業の対象とする経費は、事業の遂行に必要な経費及び事業成果の取りまとめに

必要な経費であり、具体的には以下のとおりです。 

経費項目 内容 

放送コンテンツに

よる地域情報発信

力強化事業費 

我が国の魅力を発信するコンテンツを制作し、海外において放送等

により情報発信するとともに、連動事業を行う費用 

業務管理費 

放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業の執行に係る経費 

（下記(1)～(5)） 

(1)人件費  

(2)旅費  

(3)謝金 事業の執行に必要な謝金（外部有識者に対する謝

金等） 

(4)委託・外注費 補助事業者が直接実施することができないもの

又は適当でないものについて、他の事業者に外注

するために必要な経費（委任契約・請負契約） 

(5)その他費用 その他事業を執行するために必要な経費 

（原則として、当該事業のために使用されること

が特定・確認できるものに限る。） 

※委託、外注を行う場合、グループ企業との取引であることのみを選定理由とした調達

は認められません。原則として、経済合理性の観点から相見積もりを必要としますが、

発注する案件の性格上、特定の業者を選定する必要がある場合等、相見積もりを出す

ことが不可能な場合には選定理由書が必要になります。なお、選定理由書には、当該

業者を選定した理由を具体的に説明してください。 

※業務管理費の経費区分のうち、委託・外注費については、他の経費と区分を分けてく

ださい。 

 

（２）経費として計上できない経費 



・事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費（ただし、補助事業者に帰責性

のない事由に基づき生じたキャンセル料等については経費として計上できる場合が

ありますので、担当者に御相談ください。） 

・補助事業の目的遂行に必要と認められない経費 

・交付決定日よりも前に発注した経費 

 

（３）補助対象経費からの消費税額の除外 

補助金額に消費税及び地方消費税額（以下「消費税等」という。）が含まれている場

合、交付要綱に基づき、消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書を求めることに

なります。 

これは、補助事業者が確定申告時に、仕入控除とした消費税等額のうち補助金充当額

について報告をさせ返還を命じることにより、補助事業者に仕入控除とした消費税等

額のうち補助金充当額が滞留することを防止するため規定されています。 

しかしながら、上記の報告書は、補助金精算後に行った確定申告に基づく報告となり、

失念等による報告漏れが散見されること、補助事業者における煩雑な事務手続を回避

すること等の観点から、以下のとおり取り扱うものとします。 

交付申請の補助金申請額の算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外し

て補助金額を算定・記入してください。 

ただし、以下に掲げる補助事業者にあっては、補助事業の遂行に支障を来すおそれが

あるため、消費税等を補助対象経費に含めて補助金額を算定できるものとします。 

ア 消費税法における納税義務者とならない補助事業者 

イ 免税事業者である補助事業者 

ウ 簡易課税事業者である補助事業者 

エ 国又は地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る。）、消費税法別表第

3に掲げる法人の補助事業者 

オ 国又は地方公共団体の一般会計である補助事業者 

カ 課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後

の返還を選択する補助事業者 

 

８．事業実施状況の把握 

補助事業の実施状況の把握のため、総務省が定期的に事業の進捗状況を確認します。 

 

９．留意事項 

 ・すべての提出書類において、いかなる理由があっても虚偽の記述を行わないでください。 

・偽りその他の不正な手段により、補助金を不正に受給した疑いがある場合には、現地調

査等を実施する場合があります。 

なお、事業に係る取引先（請負先及び委託先並びにそれらの取引先等も含む。）に不明

瞭な点が確認された場合、当該取引先に対して、補助金の受給者の立会いの下で、現地

調査等を実施する場合があります。その際、補助金の受給者から取引先に対して協力要

請等を行っていただきます。 

・上記の調査を拒否した場合、又はその調査の結果、不正行為が認められた場合は、補助

金の受給者に対し、当該補助金に係る交付決定の取消しを行います。同者には、受領済

の補助金のうち取消対象となった額に加算金（年 10.95％の利率）を加えた額を返還し

ていただきます。あわせて、総務省から新たな補助金等の交付を一定期間行わないこと



等の措置を執るとともに、事業者の名称及び不正の内容を公表することがあります。 

・提出された応募書類及び実績報告書等ついては、「行政機関の保有する情報の公開に関

する法律」（平成 11年５月 14日法律第 42号）に基づき、不開示情報（個人情報及び法

人等又は個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの等）を

除いて、情報公開の対象となります。なお、開示請求があった場合は、不開示とする情

報の範囲について第三者意見照会等の必要な手続きを経て決定することとします。 

 

10．問い合わせ先 

〒100－8926 

東京都千代田区霞が関２－１－２ 中央合同庁舎２号館 

総務省情報流通行政局 放送コンテンツ海外流通推進室 

担当：岩月、宮島 

E-mail：content.renkei/atmark/ml.soumu.go.jp 

※迷惑メール防止のため、「@」を「/atmark/」と表記しています。 


